
 

資料４ 前回定例会におけるご質問に対する回答 

 

○真殿坂・敷地内断層に関する保安院回答は 

① 2011.8.11の地小委で東電は逆断層としての真殿坂断層が動いた結果、敷地内

断層が生じた旨の説明をしている。これは保安院回答と異なる。 

② 安全審査もバックチェックは3.11や湯ノ岳断層が動いた4.11の福島県浜通り

の地震以前のことであり、理由にならない。 

  よって「規制機関」保安院の回答を理解できない。①、②に対応する形で再回

答を求める。 

 

 

○委員会委員の利益相反に関して 

保安院が設けた意見聴取会の委員のうちの何人かが、プラントメーカー等から

資金を得ていると報じられている。いわゆる利益相反問題である。 

こうした問題に対する保安院の基本認識を問う。 

① 委員がプラントメーカー等から資金援助を受けることに倫理上の問題がある

と考えるが、基準はどうなっているのか。 

② 薬害等で、委員はメーカーの資金を得た者は除外されると聞くが、原子力で

はどうなっているのか。問題なしとするならその理由は何か。 

 

 

  

資料４ 



 

（ご質問） 

真殿坂・敷地内断層に関する保安院回答は 

① 2011.8.11の地小委で東電は逆断層としての真殿坂断層が動いた結果、敷地内

断層が生じた旨の説明をしている。これは保安院回答と異なる。 

② 安全審査もバックチェックは3.11や湯ノ岳断層が動いた4.11の福島県浜通り

の地震以前のことであり、理由にならない。 

よって「規制機関」保安院の回答を理解できない。①、②に対応する形で再回答

を求める。 

 

（①の回答） 

１．2011.8.11の地小委で東京電力は、電力中央研究所の上田氏の文献に示された

断層模型実験結果として、逆断層変位の増加に伴って、その上盤側には引張割

れ目が出現していることを説明していますが、上田氏の文献は、真殿坂断層の

活動性に言及したものではありません。 

 

２．東京電力は、当該資料において上田氏の文献を参考に、逆断層を真殿坂断層と

みなした場合、上盤側の引張割れ目は、敷地内断層に相当し、敷地内断層は真

殿坂断層が活動した場合に活動するものと考えられるとの見解を示しており

ますが、これまでも敷地内断層の成因については、地層の褶曲の形成に伴って

生じたと評価していました。 

 

３．当院は、安全審査や耐震バックチェックの審議の過程において、敷地内の褶曲

運動、真殿坂断層及び敷地内断層の活動は、後期更新世以降において認められ

ないことを、地形・地質調査等により確認しており、これらの断層は耐震設計

上考慮すべき断層ではないと評価しています。 

 

（②の回答） 

１．当院は、今回の地震から得られる知見について、整理しているところですが、

原子力発電所等の速やかな耐震安全性確保の観点から、現時点における検討状

況や関係機関の調査・研究状況等を踏まえつつ、原子力発電所等の耐震安全性

評価に反映すべき事項をとりまとめ、本年１月 27 日に原子力事業者に対して

「内陸地殻内の活断層の連動性の検討」を指示し、2 月 29 日に原子力事業者

による検討結果を受領したところです。 

 

２．当院は、原子力事業者における活断層の連動性に関する検討結果について、専

門家の意見を聴取しつつ、厳正に確認するとともに、引き続き、今回の地震に

係る検討を行い、今後、原子力発電所等の耐震安全性評価に反映すべき事項の

最終的なとりまとめを行い、原子力事業者に対して耐震安全性評価に反映する

よう求めてまいります。  



 

（ご質問） 

委員会委員の利益相反に関して 

保安院が設けた意見聴取会の委員のうちの何人かが、プラントメーカー等から資

金を得ていると報じられている。いわゆる利益相反問題である。 

こうした問題に対する保安院の基本認識を問う。 

① 委員がプラントメーカー等から資金援助を受けることに倫理上の問題がある

と考えるが、基準はどうなっているのか。 

② 薬害等で、委員はメーカーの資金を得た者は除外されると聞くが、原子力で

はどうなっているのか。問題なしとするならその理由は何か。 

 

 

（回答） 

１．原子力安全・保安院では、原子力規制関係の審議会等の中立性を確保するため

の内規として、平成 21 年 4 月 1 日に｢審議会等の中立性を確保するための要件

等について｣（以下、内規という。）を定めています。 

内規では、外部の専門家に審議会等の委員に就任して頂く場合、過去 3 年間の

企業、団体からの調査研究受託、企業、団体の委員会やシンポジウムへの参加

により報酬を得ているか等について、自己申告書の提出を委員就任前に求めて

おり、具体的な事例に則して利益相反に当たらないことを厳格に確認していま

す。 

 

２．内規では、利益相反に該当しないと判断するための要件を定めており、例えば、

審議対象となっている特定プラントとの関連がある受託テーマを個人的に請

け負っている場合については、利益相反に該当すると見なすこととなっていま

す。また、企業、団体の委員会やシンポジウムへの参加による報酬については、

あらかじめ定められた社内規程等に基づかず、社会的通念を逸脱するような金

銭の授受があった場合、利益相反に該当すると見なすこととなっています。 

 

３．当院では、上記の利益相反に関する自己申告書に基づく確認に加え、当人の審

議会等での発言が公正・中立なものであることを、国民の皆様に御理解頂ける

よう、原則、審議会等は公開で行い、議事録も公表しており、こうした対応に

より、審議会等の中立性は確保されているものと考えています。 

 














